
636,876 334,863

494,102 285,741

18,167 15,313

119,838 22,648

39 5,272

4,621 5,888

244 13,382

△ 138 3,382

4,788 10,000

1,202 0

7,891 348,246348,246348,246348,246

△ 6,688

477 292,806

477 10,000

投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産 3,108 282,806

1,670 2,500

988 280,306

450 50,000

230,306

評価･換算差額等評価･換算差額等評価･換算差額等評価･換算差額等 612

その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金 612

293,418293,418293,418293,418

641,665641,665641,665641,665 641,665641,665641,665641,665

貸　借　対　照　表貸　借　対　照　表貸　借　対　照　表貸　借　対　照　表

（平成26年11月20日現在）

（単位：千円)

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部資　　　　　産　　　　　の　　　　　部資　　　　　産　　　　　の　　　　　部資　　　　　産　　　　　の　　　　　部 負　　　　　債　　　　　の　　　　　部負　　　　　債　　　　　の　　　　　部負　　　　　債　　　　　の　　　　　部負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

科　　　　　　　目 金　　　額 科　　　　　　　目 金　　　額

流流流流 動動動動 資資資資 産産産産 流流流流 動動動動 負負負負 債債債債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

受 取 手 形 未 払 費 用

売 掛 金 未 払 法 人 税 等

貯 蔵 品 賞 与 引 当 金

繰 延 税 金 資 産 そ の 他

そ の 他 固固固固 定定定定 負負負負 債債債債

貸 倒 引 当 金 退 職 給 付 引 当 金

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 長 期 預 り 営 業 保 証 金

有有有有形形形形固固固固定定定定資資資資産産産産 そ の 他

什 器 備 品 負負負負 債債債債 合合合合 計計計計

減 価 償 却 累 計 額 純　　　　資　　　　産　　　　の　　　　部純　　　　資　　　　産　　　　の　　　　部純　　　　資　　　　産　　　　の　　　　部純　　　　資　　　　産　　　　の　　　　部

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

無無無無形形形形固固固固定定定定資資資資産産産産 株株株株 主主主主 資資資資 本本本本

そ の 他 資資資資 本本本本 金金金金

利利利利 益益益益 剰剰剰剰 余余余余 金金金金

純純純純 資資資資 産産産産 合合合合 計計計計

資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計 負　債　純　資　産　合　計負　債　純　資　産　合　計負　債　純　資　産　合　計負　債　純　資　産　合　計

投 資 有 価 証 券 利 益 準 備 金

繰 延 税 金 資 産 そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他



Ⅰ． 重要な会計方針に係る事項に関する注記重要な会計方針に係る事項に関する注記重要な会計方針に係る事項に関する注記重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 ． 有価証券の評価基準及び評価方法

（１） その他の有価証券

１）時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

2 ． 固定資産の減価償却方法

（１） 有形固定資産

定率法または旧定率法を採用しております。

（2） 無形固定資産

定額法を採用しております。

3 ． 引当金の計上基準

（１） 貸倒引当金

（２） 賞与引当金

（３） 退職給付引当金

4 ． 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

5 ． 税効果会計の適用

税金負債の計算に当たり適用した法定実効税率は38.64％であります。

Ⅱ. 貸借対照表等に関する注記貸借対照表等に関する注記貸借対照表等に関する注記貸借対照表等に関する注記

1 . 有形固定資産の減価償却累計額 円

個　別　注　記　表個　別　注　記　表個　別　注　記　表個　別　注　記　表

平成26年11月20日まで

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。

従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

平成25年11月21日から

債権の貸倒損失に備えるため、貸倒実績率により計算した回収不能見込額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計に関する実務指針（企業制度委員会報告第13号）に

定める簡便法により、当期末における自己都合退職による期末要支給額の１００％を計上しております。

6,688,708

法人税、住民税及び事業税について税効果会計を適用しております。なお、繰延税金資産又は繰延



Ⅲ． 株主資本等変動計算書に関する注記株主資本等変動計算書に関する注記株主資本等変動計算書に関する注記株主資本等変動計算書に関する注記

1 ． 当該事業年度の末日における発行済株式の数 株

2 ． 自己株式総数 株

3 ． 当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

平成26年1月16日の定時株主総会において、次の通り決議されました。

１）配当金の総額 円

２）配当金の原資 利益剰余金

３）１株当たり配当額 円

４）基準日

５）効力発生日

4 ． 事業年度末日後の剰余金配当

当事業年度の末日後に行う剰余金配当の総額は25,000,000 円、配当の原資は利益剰余金、１株当た

り配当額は1,250円です。これらの配当の基準日は平成26年11月20日、決議日は平成27年1月15日、

効力発生日は平成27年1月16日です。

Ⅳ. 一株当たり情報に関する注記一株当たり情報に関する注記一株当たり情報に関する注記一株当たり情報に関する注記

1 . 一株当たり純資産額は14,670.95円であります。

2 . 一株当たり当期純利益は、2,664.43円であります。

以　上

平成25年11月20日

平成26年  1月17日

1,250

0

25,000,000

20,000


